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　（目的）
第１条	この個人情報取扱ルール（以下、「本ルール」といいます。）は、大丸自治会（以下、「本会」といいます。）が保有する個人情報について適正な取扱いを確保することを目的として定めます。なお、本ルールに係る詳細事項は、「大丸自治会個人情報保護運用マニュアル」（以下、「マニュアル」といいます。）によります。

　（責務）
第２条	本会は、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という｡）等を遵守するとともに自治会活動において個人情報の保護に努めます。

　（周知）
第３条	本会は、本ルールを、配布又は回覧により、少なくとも毎年１回は会員に周知します。第18条の規定により本ルールを改定した場合は、速やかに同様の方法により周知します。

　（組織的安全管理措置）　
第４条　本会における個人情報管理者は、自治会長とします。個人情報管理者は、個人情報管理者を補助する者として個人情報保護推進員を役員の中から任命することができます。
２　本会における個人情報取扱者は、役員（５役）および班長とします。
３　個人情報取扱者は、職務上知ることができた個人情報をみだりに他人に知らせ､又は不当な目的に使用しません｡その職を退いた後も、同様とします。
４　個人情報管理者および個人情報保護推進員は、個人情報の運用状況が適正に行われているか適宜確認します。
５　本会が保有する個人情報を含む電子データ・帳票類は漏れなく個人情報管理台帳に記録し、個別に利用目的、作成者、提供先、機密度等を明確にして管理します。

　（人的安全管理措置）
第５条　個人情報管理者は、個人情報取扱者の個人情報保護に関する理解を高めることと、知識を継承するために、年に1回以上、ルールおよびマニュアルに定められている事項について研修会を開催します。

（物理的安全管理措置）
第６条　機密度の高い個人情報が記録された電子データ・帳票類の保管、持ち運びおよび破棄方法についてマニュアルで定め安全に管理します。

　（技術的安全管理措置）
第７条　機密度の高い個人情報を個人用パソコン等の電子機器を用いて取り扱う場合の安全管理措置についてマニュアルで定め安全に管理します。
２　機密度の高い個人情報を個人用パソコン等の電子機器で取扱う個人情報取扱者は、前項の規定を遵守するため「個人用パソコン使用に関する誓約書」を個人情報管理者に提出します。

　（個人情報の取得）
第８条　本会は、個人情報を取得する場合、あらかじめ第９条に規定する利用目的を明らかにし、適正な手段で取得します。
２　要援護者の支援等（そなえちゃんカード）のため、法に規定する障害や病歴などの要配慮個人情報を取得する際は、法17条２の１～６（人の生命、身体、財産を保護するために必要な場合ほかの例外規定）の場合を除き本人の同意を得て取得します。

　（利用目的）
第９条　本会が保有する個人情報は、各号に掲げる利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱いません。
　（１）そなえちゃんカード登録者情報は、災害等の緊急時における要援護者への支援、災害時に備えた要援護者との日ごろからの関係づくりのために利用します。
　（２）会員名簿情報は、正確な会員数の把握、会費の徴収、広報物の配布、緊急時の対応等の円滑な自治会活動のために利用します。（会員名簿には、申込書で取得した情報から戸建ての場合は住所と姓、マンションの場合は棟・部屋番号と姓のみを収録し、姓は希望により匿名とすることも可能とします。
（３）敬老のお祝い会招待者情報は、敬老のお祝い会への招待とお祝い会の開催のために利用します。
（４）バス旅行申込者情報は、バス旅行申込者の把握とバス旅行の安全と円滑な運営のために利用します。
（５）自治会館利用申込者情報は、利用申込者との自治会館利用に係る情報交換等のために利用します。
　（６）役員、班長、委嘱委員、関係団体代表者等のスタッフ情報（スタッフ関係名簿情報）は、年間を通して、自治会活動全般を円滑に推進するために利用します。
　（７）その他の情報を取得・保有する場合も、自治会活動を円滑に実行するための利用を超えて取り扱うことはしません。

　（データ内容の正確性の確保等）  
第10条　個人情報管理者または個人情報保護推進員は、第４条５に規定する個人情報管理台帳を年１回以上棚卸する等の方法で個人情報を正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、遅滞なく復元不能な状態で廃棄します。

　（提供）
第11条　個人情報は、法23条１の各号の場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者（旅行代理店・郵便宅配・印刷会社等の委託先は除く））に提供しません。

　（第三者提供に係る記録の作成等）
第12条　個人情報取扱者は、個人情報を第三者（県・市役所・区役所に提供する場合および本人に代わって第三者に提供する場合を除く）に提供したときは、法第25条に定める第三者提供に係る記録を作成し保存します。

　（第三者提供を受ける際の確認等）
第13条　個人情報取扱者は、第三者（県・市役所・区役所から受ける場合および提供者が本人に代わって提供する場合を除く）から個人情報の提供を受けるに際しては､法第26条に定める第三者提供を受ける際の確認を行い、記録を作成し保存します。

　（開示）
第14条　本人は、本人の個人情報について個人情報管理者に対し開示を請求することができます。
２　個人情報管理者は、前項の請求があった場合、法第28条第２項に該当する場合を除き、本人に開示します。

　(個人情報の訂正等)
第15条　本人は、本人の個人情報について個人情報管理者に対し訂正等を求めることができます。
２　個人情報管理者は、前項の請求があった場合、速やかに該当する個人情報の訂正等を行います。

　(漏えい発生時等の対応)
第16条　個人情報取扱者は、個人情報を漏えい、滅失、き損等の事案の発生又はその兆候を把握した場合は、速やかに個人情報管理者に連絡します。この場合において個人情報管理者は、事実及び原因の確認、被害拡大の防止、影響を受ける本人への連絡、再発防止等の対応を行います。

　(開示請求及び苦情相談窓口)
第17条　本会における、開示請求及び苦情相談窓口は、役員（５役）とします。

（本ルールの改定）
第18条　本ルールは、法令の改正、自治会組織・活動の変更、技術的変化、個人情報に係る情勢の変化等に適切に対応するための改定を行うことがあります。
２　前項の場合、本ルールは、役員会で協議のうえ個人情報管理者の権限で改定することができます。

　(附則)
本ルールは、2018（平成30）年４月２２日から施行します。
[bookmark: _GoBack]　　　　　　2019（平成31）年３月３日　改定
23

